
第 １ 章

　４　 節

１ 施策

４　経費の区分 ５　事務事業の分類 ６　受益者負担

概要

　年度～　 年度

１２ １３

指標の推移（年度）
１６

30

１４ １５

29 30

（４）個別計画の概要

計画名

計画年次

・保護費総額　　6,68,451千円
・被保護世帯数　1，980世帯（15年度月平均）

扶養義務調査

3,492.7対象の単位あたり経費 3,479.6 3,477.6 3,452.0 3,498.7

2,218

4,443,539 4,956,338 5,618,768

予算（見込み）

184,580

6,608,451

209,750

5,233,134 5,924,718

22人

就労、働き手の転入、引取り
扶養及び親族等からの金銭援
助による保護世帯の削減

援護を要する
人の自立援助

226,530
27人

平成1４年度 平成１５年度
予　　算

26 32

1,557 1,764 1,980

指標名 指標式 指標設定の意図

被保護世帯の
扶養義務者に
対する扶養意
志の確認調査

右理由による廃止件数/全廃止
件数×１００

｢扶養意志有り｣の回答数/扶養
義務調査件数×１００

2,484

平成1３年度

　　日本国憲法第25条
　　生活保護法

年度

3,924,851
対　象　数

〔様式　１〕

９ 事業費等の年度別状況

活動指標

平成1２年度

２ 実施根拠及び関連法令等

（２）対象（誰、何）
７ 事業概要

事 務 事 業 評 価 表

平成１５年度

第

事業コード

特　定　財　源

決算（予算）額

人員・時間数
人　件　費

事
　
業
　
費 合　　計

その他経費

5,417,714

15年度月平均
1,980世帯

援護を要する人の自立援助

生活の安定

（１）事業の目的…何をどのように（どのような状態に）したいのか

３　事務の区分

基本施策名

施  策  名

第

25人

6,293,025

32人 34人

6,834,9816,134,468

8,390,700

268,480

7,491,690

7,760,170 8,675,960

285,260

成果指標

事業開始年度

１ 総合計画における位置づけ

政  策  名 安心して生活できる福祉社会をつくります

市民の生活困窮度に応じ必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、
その自立を助長することを目的とする。

対象
数

（３）平成1４年度事業の内容…市が実際に行った事業の内容

　生活保護受給者

〔金額単位：千円〕

平成１６年度

1 1 1 1 1

決　　算 決　　算 決　　算

記入年月日

８　評価指標…事業の目的達成度を計るための指標 15,16年度は目標値

11420

保護担当部課名 相模原福祉事務

電話 042-7509-6705

事務事業名 生活保護費

１～１１までは、担当課による評価

Ⅰ

法定受託事務 義務的経費 なし

保健福祉部 所 班

63以前



高 中 低

高 中 低

高 中 低

削減額 千円

3

事業費削減のために取り得る手段と削減額

Ｂ：一部適応していない

Ｃ：適応していない

説明
厳しい経済状況下にあって指標設定の意図に添った自立世帯があった。

Ｃ：公平でない

Ａ：有効である

Ａ：達成している

Ｂ：一部達成していない

Ｃ：達成していない

チェック
項目

評　価
チェック項

目

成果向上の余地

（３）有効性

評 価

（４）効率性

評　価

チェック
項目

・市民や社会のニーズにかなっている

・状況の変化（対象や内容）に対応している

・当初設定した事業目的が達成されていない

・国、県、民間、市民との役割分担から見て、市が事業を行う必要がある

法の目的達成に対応した事業である。説明

・上位の施策、計画目的達成のために有効であるチェック項
目 ・期待された成果が得られている

業務内容がコストや効率性という視点になじまないのでは

・対象者と非対象者との不公平・不均衡は、妥当な範囲である

・受益者の費用負担は適正である

Ｃ：有効ではない
説明 自立可能性のあるものを重点的に指導援助することにより成果が期待できる。

自立援助を促すべき対象者の抽出に取り組んでいる（年1回）

Ｂ：一部有効でない

Ａ：適応している

Ａ：公平である

Ａ：優れている

Ｂ：一部改善の余地がある

・対象者の設定は適切である（年齢や所得等を考慮している）

・予算や人員に見合った効果が得られている

継　    続

・成果指標の達成度

・活動指標の達成度

・事業目標の達成度

・他市と比べてコストや効率性が優れている

・他の類似事例と比べてコストや効率性が優れている

・同一対象者に対して同種のサービスが重複していない

説明

チェック
項目Ｃ：改善の余地がある

今後の進め方

手段

（５）公平性

2

総合評価に関する説明

★ ★ ★ ☆ ☆

Ｂ：一部公平でない

説明：

他自治体の類似事業との比較

経済状況の好転

１１　総合評価

  

評 価

評 価

1

ない

10　個別評価

評 価

（２）必要性

（１）達成度

ある

説明

廃     止

完了・廃止済

１２　二次評価コメント

厳しい経済情勢を反映し、生活保護世帯は年々増加の一途をたどっているが、自立に向
けた援助を一層推進する。

見　直　し

A

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ


	事務事業評価表(表２）

